
道農連 ２０１７年３月の月間活動トピックス 

 HP  http://donouren.sakura.ne.jp/  ☎011-241-5416 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

◎詳しくは、「北海道農村新聞」（年間購読料 1,800 円・税込）をご覧ください。 

 お申し込み・お問い合わせは、道農連事務局（℡011-241-5416）まで。 

 
３月の活動記録（上記以外） 

  2 日 農林水産政策研究所吉井邦恒総括上席研究官 

との収入保険制度について意見交換 

３日 道てん菜協会第５回企画調整専門部会 

２３日 道農業青色申告会事務局会議 

２７日 道てん菜協会第４７回臨時総会・理事会 

３１日 合成洗剤追放北海道連絡会２０１７年度総会 

 

４月の活動予定 
    ３日 道農業青色申告会会計監査 

４日 米・水田農業対策中央行動（５日まで） 

７日 道農業青色申告会定期総会・研修会 

１１日 道てん菜協会第１回企画調整専門部会 

１２日 天北地区農民連盟定期総会・研修会 

１８日 三役会議、第２回執行委員会 

１９日 第１回てん菜・てん菜糖合理化検討委員会 

２０日 JR 路線見直しに関する学習会 

２５日 J ミルクブロック会議 

２７日 道てん菜協会理事会 

２８日 道「農」ネットワーク事務局会議 

 第１回各対策委員会にて 
今年度の春闘対策方針を決定 

道農連は、３月２３日に第１回米・水田農

業対策委員会を開催した。委員会構成と春闘

における米・水田農業対策について協議した。 

２９日には畑作・野菜対策委員会を開催。

主に春闘畑作・野菜対策の基本方針の確認、

新たな畑作政策支援対策について協議した

後、道農政部と主要農作物種子廃止法につい

て意見交換を行った。 

３１日に酪農・畜産対策委員会を開催。春

闘における対策方針等を決定。また、委員会

終了後にはホクレン酪農部と補給金制度改革

についての意見交換を行った。 

なお、各対策委員会では、６月中旬に中央

行動を行うため、６月上旬に実施する各委員

会で提言項目等をまとめることとしている。 

201７年(平成 2９年)４月２１日発行（第４９号） 

道弁連、道農業ジャーナリストの会 

フォーラム「トランプ時代と TPP」を開催 

 ３月２４日に札幌市内にて、道ジャーナ

リストの会、北海道弁護士連合会、札幌弁護

士会が主催し、市民フォーラム「トランプ時

代と TPP」を開催した。東京大学大学院農

学生命科学研究科の鈴木教授が講演し、市

民ら約１５０名が参加した。 

 鈴木氏は「これまで粘り強く反対運動を

してきたらからこそ TPP 大筋合意を遅ら

せることができた」としながらも、今後の農

業政策について「農家保護の政策ではなく、

国民の命を守る真の保障政策であり、本質

的議論なくして食と農と地域の持続的発展

はない」と述べた。 

日ＥＵ・ＥＰＡ交渉、農業競争力強化支援法案等について中央要請を実施 

 道農連三役は３月８日、９日、日 EU・EPA の農産物関税交渉や農業競争力強化支援法案

及び主要農作物種子法の廃止法案等について、道選出国会議員等に要請した。併せて、米の

直接支払交付金の財源活用やポスト畑地の産地交付金対策について、農水省担当者と意見交

換を行った。関税交渉では、交渉状況の開示と拙速な大枠合意を行わないことと、日米 FTA

の交渉入りを断じて行うことのないよう求めた。農業競争力強化支援法案は、生産者の努力

義務を課すような条文や企業参入を推し進める内容で生産現場では不安が広がっている。特

に種子法について、民間企業の参入機会の拡大によって外資企業の参入が進み、多国籍企業

に種子を独占される危険性が高いことから、拙速に法律の廃止をしないよう訴えた。 


